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全国地方独立行政法人病院協議会

設　立　趣　意　書
　

　平成12年12月1日の閣議において地方自治体への独立行政法人制度の導入を検

討することが決定されて以降、平成15年8月の法律の成立・制定により、自治体病

院においても独立行政法人化の議論が活発化した。

　平成16年4月の地方独立行政法人法の施行により、病院として「医療の質の向上」

と「健全経営」という明確な目的を達成するため、医療環境の変化に柔軟かつスピー

ド感を持って対応できる運営を行い、安全･安心な医療の提供や満足度の向上など、

地域の中で住民から信頼される病院づくりに向けて、さらに発展できることとなった。

　自治体病院の多くは、地方公営企業法適用の行政の一部出先機関であり、病院経

営の基本である人事･財務については、自治体において事前統制が行われ、組織・

職制、職員の任免、人事・給与、勤務条件、労働協約の締結、予算編成、医療設備

整備などについても、病院長の権限が大きく制限されてきた。

　また、経営責任も曖昧であり、非効率、経営マインドの欠如など「医療」という一

つの目的を共有する組織とは言い難い行政との混在組織であった。

　なお、平成19年に総務省から出された公立病院改革ガイドプランによる全部適用

への移行も進んでいるが、行政の関与は依然として存在し、病院長の病院経営全般

に関する権限は地方独立行政法人のレベルには達していないのが現状である。

　平成17年4月を皮切りに、平成24年4月21現在、63の自治体病院が地方独立行

政法人に移行し、設立団体から示された目標を達成するため、民間の経営手法を導

入するなど、創意工夫しながら自主性と透明性を持って病院運営に取り組んでいる。

　この独法のメリットを最大限発揮させ、さらなる地域医療の発展を図ることを目

的に、政策医療の財源確保や目的積立金の戦略的投資など各病院が抱える様々な課

題について協議するため、ここに全国地方独立行政法人病院協議会を設立する。

　私たちは、本会での情報交換を通して会員相互の理解を図り、切磋琢磨して自己

決定・自己責任による病院改革に努め、地方独立行政法人の病院としてさらに進化し、

時代の要請に応え、地域に貢献することが社会的使命であると確信する。
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第11回 全国地方独立行政法人病院協議会総会
当番世話人ご挨拶

　第11回全国地方独立行政法人病院協議会総会を、国のまほろば－奈

良の地で開催できることを光栄に存じます。今回の総会は、新型コロナ

ウイルス感染症が、感染症の予防及び感染症医療に関する法律上の位置

付けで、5類感染症になって、初めての開催でありますが、医療従事者

の皆様が参集されますので、引き続き感染対策を講じて開催いたします。

日々、地方独立行政法人病院において、医療の最前線で日夜携わられている医療部門とそれを支える

事務部門の方々が、年に一度、こうして一堂に会する貴重な機会ですので、活発な意見交換が行われ

ることを期待しています。

　本総会では、初日に定例の総会に引き続いて、「ポストコロナの時代における地方独立行政法人病

院の役割」と題したシンポジウムを行います。基調講演①として厚生労働省医政局 地域医療計画課 

医師確保等地域医療対策室 外来・在宅医療対策室 谷口倫子室長に、「第8次医療計画へ向けた国の地

域医療対策について」、続いて、基調講演②は奈良県立医科大学感染症内科学講座 笠原敬教授に、「新

型コロナウイルス感染症での医療提供体制確保の振り返り」についてご講演いただきます。その後に、

今後の医療体制についても意見交換をすることにしております。

　2日目は、本協議会の事務局より、本協議会の会員病院に向けて行った決算状況と情報セキュリティ

についてのアンケート調査の結果をご報告いただきます。次に、特別講演①として、厚生労働省医政

局 参事官（特定医薬品開発支援・医療情報担当）付医療情報室 脊古裕太室長補佐に、「電子カルテ情

報の標準化等を中心とした医療 DX の取組」についてご講演いただきます。特別講演②では、奈良県

立医科大学公衆衛生学講座 今村知明教授に、「今後の医療政策や医療需要の動向と供給のバランスに

ついて」ご講演いただきます。

　午後からは、「奈良県立病院機構の10年の取組みと今後の展望」と題して、私どもの経験を元に事

例発表を行います。発表の中では、当機構が取り組んだ ISO9001（国際標準化機構が発行した品質マ

ネジメントシステムの国際規格）の導入状況とその意義、令和4年4月1日に4年制に移行した奈良看

護大学校が目指していること、設立10年目の節目を迎える当機構の組織文化の醸成について、紹介

させていただきます。

　今年は、「古都奈良の文化財」が世界遺産（文化遺産）に登録されて25年を迎えた記念の年です。こ

の機会に1,300年の奈良の歴史の息づかいを感じていただければ幸いです。今回の総会が参加される

皆様にとって有意義なものになりますことを祈念しています。

地方独立行政法人
奈良県立病院機構 理事長

上田 裕一
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第11回 全国地方独立行政法人病院協議会総会
プログラム

13:00～	 ◆受付

13:30～14:00	 ◆総会開会
歓迎挨拶、来賓祝辞

14:00～14:30	 ◆総会
第11期事業実績、第11期収支決算
監査報告
第12期事業計画（案）、第12期収支予算（案）
次回総会、次々回総会

14:30～14:45	 ◆休憩

14:45～16:45	 ◆シンポジウム
	 「ポストコロナの時代における地方独立行政法人病院の役割」

基調講演①
　「第８次医療計画へ向けた国の地域医療対策について」
　　【演者】	厚生労働省 医政局 地域医療計画課 医師確保等地域医療対策室
	 外来・在宅医療対策室 室長　谷口 倫子

基調講演②
　「新型コロナウイルス感染症での医療提供体制確保の
　 振り返り」
　　【演者】	奈良県立医科大学 感染症内科学講座 教授　笠原 敬

	 ◆トークセッション
　　【座長】	奈良県立病院機構 理事長　上田 裕一
　　【パネリスト】	厚生労働省 医政局 地域医療計画課 医師確保等地域医療対策室
	 外来・在宅医療対策室 室長　谷口 倫子
	 奈良県立医科大学 感染症内科学講座 教授　笠原 敬
	 奈良県 福祉医療部 医療政策局 局長　筒井 昭彦

17:00～	 ◆意見交換会

令和 5 年11月16日（木）
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9:45～	 ◆開場

10:00～10:30	 ◆アンケート調査結果報告
	 「決算状況調査、情報セキュリティに関する調査」

　　【報告者】	全国地方独立行政法人病院協議会 事務局長　山口 重則

10:30～11:15	 ◆特別講演①
	 「電子カルテ情報の標準化等を中心とした医療ＤＸの取組」

　　【演者】	厚生労働省 医政局 参事官（特定医薬品開発支援・医療情報担当）
	 付医療情報室 室長補佐　脊古 裕太

11:15～12:00	 ◆特別講演②
	 「今後の医療政策や医療需要の動向と供給のバランスについて」

　　【演者】	奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 教授　今村 知明

12:00～13:00	 ◆休憩

13:00～15:00	 ◆事例発表「奈良県立病院機構の10年の取組みと今後の展望」
発表①「ＩＳＯ９００１の導入について」
　　【演者】	奈良県立病院機構 理事（財務担当）　村田 庄司

発表②「看護大学校が目指すこと～奈良看護について～」
　　【演者】	奈良県立病院機構 法人統括看護管理者 杉元 佐知子

発表③「組織文化の醸成について」
　　【演者】	奈良県立病院機構 理事長　上田 裕一

15:00	 ◆閉会
会長挨拶、次回及び今回総会当番世話人挨拶

令和 5 年11月17日（金）
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第11期 事業報告書
総　会
全国地方独立行政法人病院協議会　第10回総会
場　所：ホテルメトロポリタン仙台４階「千代」
当番世話人：地方独立行政法人宮城県立病院機構

1日目

日　時：令和４年11月17日（木）　14:00～16:30
1　開会式
2　第10回総会
3　特別講演①

「東日本大震災において壊滅的な被害を受けた町立病院の復旧について」
　　演　者　　宮城県南三陸町　　　　　　　　町長　　　佐藤　仁
　　座　長　　宮城県立病院機構　　　　　　　理事長　　荒井　陽一

2日目
　日　時：令和４年11月18日（金）9:15～12:00

１　調査報告「決算状況調査，機能評価係数等調査，業務委託に関する調査」
　　報告者　　協議会事務局　　　　　　　　　事務局長　山口　重則
　　座　長　　山形県・酒田市病院機構　　　　理事長　　栗谷　義樹

２　特別講演②「コロナ禍における自治体病院の役割」
　　演　者　　総務省自治財政局準公営企業室　室長　　　和田　雅晴
　　座　長　　東京都健康長寿医療センター　　理事長　　鳥羽　研二

３　特別講演③「宮城県立病院機構設立10年の歩み」
　　演　者　　宮城県立病院機構　　　　　　　理事長　　荒井　陽一
　　座　長　　静岡県立病院機構　　　　　　　理事長　　田中　一成

【総会収支】
科目 金額（税込） 備考

収入

参加費 1,188,000 12,000円×99人
協賛金等 1,470,000 24社
助成金 1,000,000 全国地方独立行政法人病院協議会より
意見交換会参加費 616,000 8,000円×77人

4,274,000

支出

委託費 223,960 講演動画作成費用
会場費 1,959,010 幹事会・総会の会場費
印刷製本費 162,690 抄録集印刷
消耗品費 48,263 その他印刷物等
通信運搬費 29,012 発送費用
手数料 3,465 振込手数料
旅費交通費 311,888 講師等旅費
意見交換会 981,020 飲食等経費
雑費 554,692 諸経費（人件費等）

4,274,000
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幹事会
日　時：令和４年11月17日（木）　11:00～12:00

場　所：ホテルメトロポリタン仙台４階「芙蓉」 

出席者：	岡山県精神科医療センター	 １名	 静岡県立病院機構	 ２名

	 山形県・酒田市病院機構	 ２名	 東京都健康長寿医療センター	 ２名

	 奈良県立病院機構	 ２名	 佐賀県医療センター好生館　　２名

	 宮城県立病院機構	 ３名

議　題：	１．会則の変更について

	 ２．役員人事について

	 ３．第10期事業報告及び第10期収支決算

	 ４．第11期事業計画（案）及び第11期収支予算（案）

	 ５．第10回総会について

	 ６．第11回総会、第12回総会当番世話人について

幹事事務局会
日　時：令和５年３月９日（木）　15:00～17:00

場　所：都道府県会館（東京都千代田区平河町2-6-3）

出席者：	山形県・酒田市病院機構	 ２名	 東京都健康長寿医療センター		  ２名

	 奈良県立病院機構	 ３名	 広島市立北部医療センター安佐市民病院	 １名

	 静岡県立病院機構	 ４名	 有限責任監査法人トーマツ		  ３名

議　題：	１．第10回総会　収支決算報告

	 ２．事務責任者会議　収支決算報告

	 ３．病院経営強化セミナー（3月10日開催）について

	 ４．新規加入病院について

	 ５．アンケート調査の内容について

	 ６．事務職員向けセミナーについて

調　査
調査期間：令和５年７月から令和５年８月

対　　象：会員病院

内　　容：１．決算状況調査

　　　　　２．情報セキュリティに関する調査 （新規調査）

　　　　　３．職員状況調査（事務責任者会議として実施・新規調査）
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研　修（事務職員向けセミナー）
テーマ１：「業務委託のあり方について」

テーマ２：「決算書の読み方について」

対　　象：全国地方独立行政法人病院協議会の会員

講　　師：有限責任監査法人トーマツ

	 　　　〈大阪会場（トーマツ大阪事務所）〉

日　　時：令和５年９月19日（火）　14:00～16:45

参加人数：12病院・法人本部より23名

	 　　　〈東京会場（都道府県会館）〉

日　　時：令和５年９月26日（火）　14:00～16:45

参加人数：15病院・法人本部より27名

広報活動
テーマ：「病院経営強化セミナー」

日　時：令和５年３月10日（金）　13:00～17:00

場　所：ＡＰ新橋（東京都港区新橋 1-12-9）

対　象：自治体及び自治体病院関係者

参加人数：23団体より39名

内容・講師：総務省講演 「公立病院経営強化に向けた取組について」

　　　　　　　　　　　 総務省自治財政局準公営企業室  室長　和田  雅晴

　　　　　　事例発表① 「地方独立行政法人化後の現状とこれから」

　　　　　　　　　　　 広島市立病院機構  理事長　竹内  功

　　　　　　事例発表② 「どうする市民病院　～凡人たちの選択～」

　　　　　　　　　　　 新小山市民病院  理事長　島田  和幸

　　　　　　講　　　演 「公立病院経営強化プラン対応と地方独立行政法人」

　　　　　　　　　　　 有限責任監査法人トーマツ　奥谷  恭子

　　　　　　アンケート調査報告

　　　　　　　　　　　 全国地方独立行政法人病院協議会事務局  事務局長　山口  重則
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新規加入病院等

名　称 加入年月日

地方独立行政法人栃木県立岡本台病院 令和５年２月15日

地方独立行政法人東京都立
病院機構

東京都立広尾病院

令和５年４月24日

東京都立大久保病院

東京都立大塚病院

東京都立駒込病院

東京都立豊島病院

東京都立荏原病院

東京都立墨東病院

東京都立多摩総合医療センター

東京都立多摩北部医療センター

東京都立東部地域病院

東京都立多摩南部地域病院

東京都立神経病院

東京都立小児総合医療センター

東京都立松沢病院

地方独立行政法人たつの市
民病院機構

たつの市民病院 令和５年１月27日

地方独立行政法人くらて病院 令和５年１月27日
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第11期 収支決算書
収収益益 (単位：円)

１１．．会会費費 66,,220000,,000000 66,,000000,,000000 △△  220000,,000000

入入会会金金 995500,,000000 885500,,000000 △△  110000,,000000 17病院加入

年年会会費費 55,,225500,,000000 55,,115500,,000000 △△  110000,,000000 103病院

２２．．諸諸収収入入 22,,000000,,000000 22,,881133,,008844 881133,,008844 火災保険事務手数料、預金利息等

３３．．前前期期かかららのの繰繰越越金金 1100,,006622,,779911 1100,,006622,,779911 00 第10期からの繰越金

1188,,226622,,779911 1188,,887755,,887755 661133,,008844

支支出出 (単位：円)

１１．．事事務務費費 22,,442200,,000000 11,,118800,,002233 △△  11,,223399,,997777

通通信信運運搬搬費費 5500,,000000 7766,,338888 2266,,338888 年会費請求書・各種案内郵送料、ＨＰ管理料他

消消耗耗品品費費 5500,,000000 11,,992255 △△  4488,,007755 封筒等

旅旅費費 11,,990000,,000000 559922,,446600 △△  11,,330077,,554400 事務局旅費

雑雑費費 442200,,000000 550099,,225500 8899,,225500 振込手数料、法人税等

２２．．人人件件費費 556600,,000000 556600,,000000 00

事事務務員員人人件件費費 556600,,000000 556600,,000000 00 事務局人件費

３３．．会会議議費費 11,,110000,,000000 11,,001199,,880000 △△  8800,,220000

総総会会助助成成金金 11,,000000,,000000 11,,000000,,000000 00 総会助成金

諸諸会会議議費費 110000,,000000 1199,,880000 △△  8800,,220000

４４．．事事業業費費 44,,338800,,000000 22,,006633,,555500 △△  22,,331166,,445500

活活動動費費 33,,228800,,000000 11,,556688,,555500 △△  11,,771111,,445500 研修会開催費用等

印印刷刷製製本本費費 11,,110000,,000000 449955,,000000 △△  660055,,000000 アンケート調査冊子作成

５５．．翌翌期期へへのの繰繰越越金金 99,,880022,,779911 1144,,005522,,550022 44,,224499,,771111

1188,,226622,,779911 1188,,887755,,887755 661133,,008844

繰繰越越金金のの内内訳訳 (単位：円)

繰繰越越金金 1100,,006622,,779911 1144,,005522,,550022 33,,998899,,771111

積積立立活活動動基基金金 44,,330000,,000000 55,,115500,,000000 885500,,000000 入会金相当額85万円を繰入

予予備備費費 55,,776622,,779911 88,,990022,,550022 33,,113399,,771111

繰繰越越金金のの明明細細 (単位：円)

資資産産 1111,,554433,,119911 1155,,338899,,557722 33,,884466,,338811

普普通通預預金金 1111,,449933,,119911 1155,,226600,,557722 33,,776677,,338811

普普通通預預金金（（保保険険用用口口座座）） 00 00 00

未未収収金金 5500,,000000 112299,,000000 7799,,000000 事務職員向けセミナー参加費

負負債債 11,,448800,,440000 11,,333377,,007700 △△  114433,,333300

未未払払金金 11,,448800,,440000 11,,333377,,007700 △△  114433,,333300 セミナー開催費用、事務局人件費、旅費精算

1100,,006622,,779911 1144,,005522,,550022 33,,998899,,771111

第第1111期期収収支支決決算算書書

科科　　　　目目 第第1111期期予予算算額額 決決算算額額 差差引引額額 備　　考

合合　　計計

科科　　　　目目 第第1111期期予予算算額額 決決算算額額 差差引引額額 備　　考

合合　　計計

科科　　　　目目 期期首首 期期末末 差差引引額額 備　　考

繰繰越越金金（（純純資資産産））

科科　　　　目目 期期首首 期期末末 差差引引額額 備　　考
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第12期 事業計画書（案）

1. 事業目的

　全国地方独立行政法人病院協議会は、地方独立行政法人の病院として、住民から信頼される病院

機能を果たすため、会員相互の交流を行い、医療環境の変化に柔軟に対応できる業務運営の効率化

と医療サービスの向上を図ることを目的とする。

2. 第12回定例総会・幹事会・記念講演の開催

　第12期の事業実績報告及び決算報告については、令和６年11月７日～８日に埼玉県で開催を予

定している総会において報告。

3. 活動計画

　独法化後の病院経営を把握するため、決算状況等関連する財務データの蓄積を行い、病院ごとの

経営指標の動向を調査する。また、会員の要望に基づくアンケート調査及び必要に応じたヒアリン

グ調査を行い、公立病院が担う役割の確保と経営の効率化のための病院改革に資する活動を展開す

る。

　第12期においても引き続き職員の専門性の向上を図るため、専門研修会や幹部職員を対象とし

た研修会を開催し、病院経営を担う職員の人材育成に努めることとする。

(1) 	病院経営強化セミナー

　「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」を踏まえ、地方

独立行政法人化等の病院改革を検討している自治体関係者・病院長等を対象に研修会を行い、独法

化後の病院改革の実践例とそのメリットを広報し、これからの地域医療のあり方を提言する。

日　時：令和６年　春

場　所：東京都

テーマ：「公立病院の役割と経営の効率化」（仮）

対象者：自治体及び自治体病院関係者（50名）

講　師：未定　

　　

(2) 	事務責任者会議

　各病院に共通する課題の抽出及び現状分析並びに対応策を協議・検討し、改善に繋げる活動を行う。

　次回総会については、令和６年２月に奈良県において開催を予定。
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(3) 	幹事事務局会

　令和６年２月頃、７月頃　２回開催予定

(4) 	調査

調査実施時期 令和６年夏ごろ

対象：会員病院・法人

内容：①決算状況調査

　　　②職員状況調査

　　　③その他（会員の要望に基づき幹事事務局会にて検討）

(5) 	研修会開催

◆当協議会会員を対象とした専門研修会開催

日時：令和６年 夏予定

場所：東京及び大阪

対象：当協議会会員病院及び本部事務局の担当者等（50名）

内容：財務会計や人事給与等に関する研修

講師：未定

　

(6) 	団体保険取扱い

　　①火災保険

　　②役員賠償責任保険

(7) 	ホームページの充実

　会員病院概要、活動内容等についてホームページにより広報し、会員専用ページの更なる充実を

図る。

(8) 新規加入に向けての取組み

　新たに地方独立行政法人化した病院に対し、加入案内を実施する。
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第12期 収支予算書（案）
収収益益 (単位：円)

１１．．会会費費 66,,220000,,000000 55,,225500,,000000 △△  995500,,000000

入入会会金金 995500,,000000 5500,,000000 △△  990000,,000000 1病院（予定）

年年会会費費 55,,225500,,000000 55,,220000,,000000 △△  5500,,000000 103病院（既存）＋1病院（予定）

２２．．諸諸収収入入 22,,000000,,000000 22,,880000,,000000 880000,,000000 保険事務手数料、預金利息等

３３．．前前期期かかららのの繰繰越越金金 1100,,006622,,779911 1144,,005522,,550022 33,,998899,,771111 第11期からの繰越金

1188,,226622,,779911 2222,,110022,,550022 33,,883399,,771111

支支出出 (単位：円)

１１．．事事務務費費 22,,442200,,000000 22,,665500,,000000 223300,,000000

通通信信運運搬搬費費 5500,,000000 110000,,000000 5500,,000000 年会費請求書・各種案内郵送料、ＨＰ管理料他

消消耗耗品品費費 5500,,000000 5500,,000000 00 封筒等

旅旅費費 11,,990000,,000000 11,,990000,,000000 00 幹事事務局会等旅費

雑雑費費 442200,,000000 660000,,000000 118800,,000000 法人税、振込手数料等

２２．．人人件件費費 556600,,000000 556600,,000000 00

事事務務員員人人件件費費 556600,,000000 556600,,000000 00 事務局人件費

３３．．会会議議費費 11,,110000,,000000 11,,110000,,000000 00

総総会会助助成成金金 11,,000000,,000000 11,,000000,,000000 00

諸諸会会議議費費 110000,,000000 110000,,000000 00 幹事事務局会会議室使用料

４４．．事事業業費費 44,,338800,,000000 44,,338800,,000000 00

活活動動費費 33,,228800,,000000 33,,228800,,000000 00 研修会開催費、アンケート分析委託費等

印印刷刷製製本本費費 11,,110000,,000000 11,,110000,,000000 00 各種アンケート調査冊子作成等

５５．．翌翌期期へへのの繰繰越越金金 99,,880022,,779911 1133,,441122,,550022 33,,660099,,771111

1188,,226622,,779911 2222,,110022,,550022 33,,883399,,771111

繰繰越越金金のの内内訳訳 (単位：円)

繰繰越越金金 1144,,005522,,550022 1133,,441122,,550022 △△  664400,,000000

積積立立活活動動基基金金 55,,115500,,000000 55,,220000,,000000 5500,,000000

予予備備費費 88,,990022,,550022 88,,221122,,550022 △△  669900,,000000

1122期期期期首首 1122期期期期末末 差差引引額額 備　　考

合合　　計計

合合　　計計

科科　　　　目目

科科　　　　目目 差差引引額額 備　　考

第第1122期期予予算算額額 差差引引額額 備　　考

第第1111期期予予算算額額 第第1122期期予予算算額額

科科　　　　目目 第第1111期期予予算算額額

第第1122期期収収支支予予算算書書（（案案））
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第8次医療計画へ向けた
国の地域医療対策について

　我が国の人口動態を見ると、現役世代（生産年齢人口）の減少が続く

中、いわゆる団塊の世代が2022年から75歳（後期高齢者）となり、そ

の後も2040年頃まで65歳以上の人口増加が続いていく。また、2025

年以降、高齢者の急増から現役世代の急減へと局面が変化する。2025

年に向けて高齢者、特に後期高齢者の人口が急速に増加した後、その増加は緩やかになる一方で、既

に減少に転じている生産年齢人口は、2025年以降さらに減少が加速し、地域によっては高齢者の減少

と現役世代の急減が同時に起こる状況が発生すると予想されている。要介護認定率は、年齢が上がる

につれ上昇し、特に85歳以上で上昇する。85歳以上の人口は2040年に向けて引き続き増加が見込ま

れており、医療と介護の複合ニーズを持つ者が一層多くなることが見込まれる。

　このような超高齢化・人口急減の時代において、手術や急性期医療をはじめ、医療ニーズに大きな

変化が生じることが予想される。外来患者は既に減少局面にあり、入院患者数は全体として増加傾向、

在宅患者は多くの地域で増加していくと考えられる。また、死亡数についても増加が見込まれ、ピー

ク時には年間約170万人が死亡すると見込まれる。こうした局面において、2025年以降、人材確保が

ますます課題となり、2040年には就業者数が大きく減少する中で、医療・福祉職種の人材は現在より

多く必要となる。特に提供者側である医師の高齢化も進展しつつあり、変化に対応した医療提供のあ

り方が求められる。

　厚生労働省では令和６年度に開始される第８次医療計画へ向けて検討を行い基本的な指針をとりま

とめ令和５年３月に発出しており、その内容や今後の地域医療対策の方向性について解説する。

厚生労働省医政局地域医療計画課 医師確保等地域医療対策室
外来・在宅医療対策室 室長

谷口 倫子
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新型コロナウイルス感染症での
医療提供体制確保の振り返り

　奈良県立医科大学附属病院は県内唯一の特定機能病院（1996年指
定）であり、第一種感染症指定医療機関（1999年指定）である。ま
た、2002年～2003年に香港を中心に流行した重症急性呼吸器症候群

（SARS: severe acute respiratory syndrome）への対応などを目的
として、2003年10月に感染症センター（初代教授：三笠桂一）が設立

された。以降、感染症センターでは20人を超える感染症専門医を育成し、公立・公的病院を中心とし
て県内外の医療機関に医師派遣を行ってきた。また、保健所や県感染症当局とは日頃から綿密な連携
を取り合い、とりわけ一類感染症や新型インフルエンザ等を想定した患者受け入れ訓練を2003年以降
毎年行ってきた。2019年6月にはドバイへの渡航歴とラクダの接触歴のある中東呼吸器症候群（MERS: 
Middle East respiratory syndrome）疑いの患者の受け入れなどもあった。2020年1月の「日本で
感染したと思われる初めての日本人新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染患者」の受け入れや、
2月のダイヤモンド・プリンセス号の患者の受け入れは、このような流れの中で行われたもので、現場
では特別大きな混乱はなかった。
　2020年4月、奈良県から奈良医大に COVID-19患者用に最大150床を確保するように指示があっ
た。ここからは未知の経験であった（この時の様子は2020年7月28日に放映された NHK プロフェッ
ショナル仕事の流儀で紹介された）。感染症対策に注力すると特定機能病院としての機能維持が困難
になるというジレンマを抱えることになった。ここからは指揮命令系統の明確化や情報共有が一層重
要となり、当院では理事長・学長をトップとする新型コロナウイルス感染症対策本部が立ち上げられ、
その下に病院長をトップとする病院部会が位置づけられ、さらにその下には様々なワーキンググルー
プが設置された。同様に奈良県では COVID-19患者の受け入れ体制を議論する1回目の会議が2020
年2月1日に開催され、3回目（3月16日）からはオンライン開催となり、現在まで毎週～隔週開催で
継続されている。
　こういった取り組みの中で、私自身の役割は自分自身が患者対応に当たる役割から、その対応技術
を他人に伝える役割、そして病院や行政幹部に判断してもらうための情報を伝える役割へと変化して
いった。本シンポジウムでは「ポストコロナの時代における地方独立行政法人病院の役割」について、
感染症の専門家という限定的な視点ではあるが、参加者の議論の材料となるお話ができればと考えて
いる。

参考資料
1. 2020年7月28日 NHK プロフェッショナル仕事の流儀「闘いは、始まったばかり～感染症専門医・笠原敬～」奈

良県立医科大学附属病院
2. 奈良県立医科大学新型コロナウイルス感染症対策記録集 https://covid19report.naramed-u.ac.jp/
3. 2022年11月 奈良県 これまでの新型コロナウイルス感染症対応をふりかえって https://www.pref.nara.jp/

item/285000.htm

奈良県立医科大学
感染症内科学講座 教授

笠原　敬
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アンケート調査について

全国地方独立行政法人病院協議会事務局長
（地方独立行政法人静岡県立病院機構副理事長）

山口 重則
当協議会は、地独法化による病院経営の状況や改善等を検証しております。特に経営指標や決算数

値などについて、グラフや表に表すなど、見える化することで、それぞれの病院の状況の把握や経営

改善に役立てて頂くことを目的とし、調査報告を行っています。

今回は、

調査１：決算状況調査（例年調査）

調査２：情報セキュリティに関する調査（新規調査）

調査３：職員状況調査（新規調査・毎年度実施予定）

の３種類の調査を実施いたしました。

調査１：�決算状況調査につきましては、毎期同様の様式にてアンケート調査を実施しております。

調査結果につきましては、自院の経営状況を他病院と比較できるよう、病院ごとの主要な

経営指標をグラフにいたしました。

調査２：�情報セキュリティに関する調査につきましては、「持続可能な地域医療提供体制を確保す

るための公立病院経営強化ガイドライン」においても、デジタル化への対応が求められて

おり、デジタル化に当たっては、近年、病院がサイバー攻撃の標的とされる事例が増加し

ているとともに、医療において扱われる健康情報は極めてプライバシーに機微な情報であ

るため、厚生労働省の医療情報システムの安全管理に関するガイドライン等を踏まえ、情

報セキュリティ対策を徹底するよう留意すべきであるとされていることから、調査結果を

今後のセキュリティ対策の参考にしていただきたいと考えております。

調査３：�職員状況調査につきましては、事務責任者会議からの要望により、今年度から実施するこ

とといたしました。協議会のホームページの会員専用ページから集計データを入手できま

すので、ご活用いただければ幸いです。

当協議会は設立から 12 期目を迎えましたが、医療環境と経営環境の向上のため、引き続き会員に

とって有意義なテーマで情報共有できるよう、取り組んで参ります。
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電子カルテ情報の標準化等を
中心とした医療DXの取組

　政府における健康・医療・介護分野のデジタル化推進の取組みとし

て、データヘルス改革推進本部において、令和３年６月４日にデータヘ

ルス改革工程表が示された。厚生労働省では、個人・患者自身がマイナ

ポータル等を通じて自身で保健医療情報を把握できるようにすることに

加えてユーザーインターフェースにも優れた仕組みを構築するとともに、患者本人が閲覧できる情報

（健診情報やレセプト・処方箋情報・電子カルテ情報・介護情報等）を医療機関や介護事業所でも閲覧

可能とする仕組みの整備を推進しているところである。また、データヘルス集中改革プランにおいて、

全国医療機関等で確認できる仕組みとして、上記の内、特定健診情報・レセプト記載の薬剤情報・透

析情報等の診療情報・電子処方箋を2022年度までに段階的に運用を開始することに加え、自身の保

健医療情報を活用できる仕組みの拡大として、対象となる健診等の拡大を順次進めている。

　そのような中、新型コロナウイルス感染症の流行経験等を踏まえ、令和４年６月７日に閣議決定さ

れた ｢経済財政運営と改革の基本方針2022｣ において、「全国医療情報プラットフォームの創設」、「電

子カルテ情報の標準化等」及び「診療報酬改定ＤＸ」の取組を行政と関係業界が一丸となって進めると

の政府の方針が示されたところである。医療分野での DX（デジタルトランスフォーメーション）を通

じたサービスの効率化・質の向上を実現することにより、国民の保健医療の向上を図るとともに、最

適な医療を実現するための基盤整備を推進するため、令和４年10月12日に総理を本部長とし関係閣

僚を構成員とする医療 DX 推進本部が発足し、政府においても医療 DX の実現に向けた検討が開始さ

れた。その後、令和５年６月２日の第２回医療 DX 推進本部会議において、医療 DX に関する工程表

を策定し公表された。この工程表の中では、2023年度中に医療機関等の間で電子カルテ情報等を共有・

交換する仕組みである「全国医療情報プラットフォーム」の開発に着手することとされている。

　本演題では、電子カルテ情報の標準化等を中心に、厚生労働省の医療 DX における最近の取組みと

将来像について紹介する。

厚生労働省医政局参事官（特定医薬品開発支援・医療情報担当）付
医療情報室　室長補佐

脊古 裕太
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今後の医療政策や医療需要の動向と
供給のバランスについて

　団塊の世代が後期高齢者となる2025年には高齢者人口が10年前の

1.5倍となり、医療・介護サービスの需要が著しく増大する。また人口

推移では、今後は急速に減少、約150年後にはおそらく3400万人まで

減少すると予測される。これまで日本は人口を増やしながら国を支えて

きたが、今後は人類が経験したことのない壮大な撤退戦を日本全体で展開する必要があり、医療政策

を取り巻く社会背景はかなり厳しい状況にある。

　また、医療需要の動向としては、全国の多くの地域で入院患者が2035年頃にピークを迎えるが、

外来患者は多くの地域ですでにピークを過ぎており、在宅患者は増加傾向でピークは2040年以降で

あると考えられる。これからの需要の増加とそのピークアウトの時期が地域によって大きく異なるた

め、その対策として、地域医療構想と地域包括ケアシステムが重要になることをご説明したい。

　さらに、第8次医療計画から5疾病5事業の6事業目に「新興感染症等の感染拡大時における医療」

が追加されたことや、感染症法に基づく協定締結医療機関の役割等を概説するとともに、新型コロナ

の5類移行後の医療提供体制や公費支援の見直しや診療報酬の取扱い等のポイントをご紹介したい。

　2024年4月から医師の働き方改革が施行予定であるが 、「地域医療構想」、「医師偏在対策」、「医師

の働き方改革」の三位一体改革は「お互いを矛盾しあう政策」だとして、難しい対応が迫られている。

医師の労働時間にかかる論点について、様々な課題や対応の可能性をご説明したい。

奈良県立医科大学
公衆衛生学講座 教授

今村 知明
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法人名／病院名

会員病院名簿

●地方独立行政法人　広尾町国民健康保険病院
　広尾町国民健康保険病院

●地方独立行政法人　宮城県立こども病院
　宮城県立こども病院

●地方独立行政法人　宮城県立病院機構
　宮城県立がんセンター
　宮城県立精神医療センター

●地方独立行政法人　市立秋田総合病院
　市立秋田総合病院

●地方独立行政法人　山形県・酒田市病院機構
　日本海総合病院

●地方独立行政法人　栃木県立がんセンター
　栃木県立がんセンター

●地方独立行政法人　栃木県立リハビリテーションセンター
　栃木県立リハビリテーションセンター

●地方独立行政法人　新小山市民病院
　新小山市民病院

●地方独立行政法人　栃木県立岡本台病院
　栃木県立岡本台病院

●地方独立行政法人　茨城県西部メディカルセンター
　茨城県西部メディカルセンター

●地方独立行政法人　埼玉県立病院機構
　埼玉県立循環器・呼吸器病センター
　埼玉県立がんセンター
　埼玉県立小児医療センター
　埼玉県立精神医療センター

●地方独立行政法人　さんむ医療センター
　さんむ医療センター

●地方独立行政法人　東金九十九里地域医療センター
　東千葉メディカルセンター

●地方独立行政法人　総合病院国保旭中央病院
　総合病院国保旭中央病院

●地方独立行政法人　東京都立病院機構
　東京都立広尾病院
　東京都立大久保病院
　東京都立大塚病院
　東京都立駒込病院
　東京都立豊島病院
　東京都立荏原病院
　東京都立墨東病院
　東京都立多摩総合医療センター
　東京都立多摩北部医療センター
　東京都立東部地域病院

　東京都立多摩南部地域病院
　東京都立神経病院
　東京都立小児総合医療センター
　東京都立松沢病院

●地方独立行政法人　東京都健康長寿医療センター	　
　東京都健康長寿医療センター

●地方独立行政法人　神奈川県立病院機構
　神奈川県立足柄上病院
　神奈川県立がんセンター
　神奈川県立循環器呼吸器病センター
　神奈川県立こども医療センター
　神奈川県立精神医療センター

●地方独立行政法人　山梨県立病院機構
　山梨県立中央病院
　山梨県立北病院

●地方独立行政法人　大月市立中央病院
　大月市立中央病院

●地方独立行政法人　長野県立病院機構
　長野県立阿南病院
　長野県立木曽病院
　長野県立こども病院
　長野県立こころの医療センター駒ヶ根
　長野県立信州医療センター

●地方独立行政法人　長野市民病院
　長野市民病院

●地方独立行政法人　岐阜県立下呂温泉病院
　岐阜県立下呂温泉病院

●地方独立行政法人　岐阜県総合医療センター
　岐阜県総合医療センター

●地方独立行政法人　岐阜県立多治見病院
　岐阜県立多治見病院

●地方独立行政法人　静岡県立病院機構　
　静岡県立総合病院
　静岡県立こころの医療センター
　静岡県立こども病院

●地方独立行政法人　静岡市立静岡病院
　静岡市立静岡病院

●地方独立行政法人　三重県立総合医療センター
　三重県立総合医療センター

●地方独立行政法人　桑名市総合医療センター
　桑名市総合医療センター

●地方独立行政法人　市立大津市民病院
　市立大津市民病院
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法人名／病院名

●地方独立行政法人　公立甲賀病院
　公立甲賀病院

●地方独立行政法人　京都市立病院機構
　京都市立病院

●地方独立行政法人　大阪府立病院機構
　大阪精神医療センター

●地方独立行政法人　大阪市民病院機構
　大阪市立総合医療センター
　大阪市立十三市民病院

●地方独立行政法人　堺市立病院機構
　堺市立総合医療センター

●地方独立行政法人　りんくう総合医療センター
　りんくう総合医療センター

●地方独立行政法人　市立吹田市民病院
　市立吹田市民病院

●地方独立行政法人　市立東大阪医療センター
　市立東大阪医療センター

●地方独立行政法人　神戸市民病院機構
　神戸市立医療センター中央市民病院
　神戸市立医療センター西市民病院
　神戸市立西神戸医療センター

●地方独立行政法人　加古川市民病院機構
　加古川中央市民病院

●地方独立行政法人　明石市立市民病院
　明石市立市民病院

●地方独立行政法人　たつの市民病院機構
　たつの市民病院

●地方独立行政法人　奈良県立病院機構
　奈良県総合医療センター
　奈良県西和医療センター
　奈良県総合リハビリテーションセンター

●地方独立行政法人　岡山県精神科医療センター
　岡山県精神科医療センター

●地方独立行政法人　岡山市立総合医療センター
　岡山市立市民病院
　岡山市立せのお病院

●地方独立行政法人　広島市立病院機構
　広島市立広島市民病院
　広島市立北部医療センター安佐市民病院
　広島市立舟入市民病院
　広島市立リハビリテーション病院

●地方独立行政法人　府中市病院機構
　府中市民病院
　府中北市民病院

●地方独立行政法人　山口県立病院機構
　山口県立総合医療センター
　山口県立こころの医療センター

●地方独立行政法人　下関市立市民病院
　下関市立市民病院
●地方独立行政法人　徳島県鳴門病院

　徳島県鳴門病院
●地方独立行政法人　北九州市立病院機構
　北九州市立医療センター
　北九州市立八幡病院

●地方独立行政法人　福岡市立病院機構
　福岡市立こども病院
　福岡市民病院

●地方独立行政法人　大牟田市立病院
　大牟田市立病院

●地方独立行政法人　筑後市立病院
　筑後市立病院

●地方独立行政法人　くらて病院
　くらて病院

●地方独立行政法人　川崎町立病院
　川崎町立病院

●地方独立行政法人　芦屋中央病院
　芦屋中央病院

●地方独立行政法人　佐賀県医療センター好生館
　佐賀県医療センター好生館

●地方独立行政法人　佐世保市総合医療センター
　佐世保市総合医療センター

●地方独立行政法人　長﨑市立病院機構
　長崎みなとメディカルセンター

●地方独立行政法人　くまもと県北病院
　くまもと県北病院

●地方独立行政法人　西都児湯医療センター
　西都児湯医療センター

●地方独立行政法人　那覇市立病院
　那覇市立病院
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全国地方独立行政法人病院協議会会則

第１章 総則

（名称）

　第１条　この会は、全国地方独立行政法人病院協議会（以下「本会」という。）と称する。

（目的）

　第２条　�本会は、地方独立行政法人（以下「法人」という。）の病院として、住民から信頼される病院

機能を果たすため、会員相互の交流を行い、医療環境の変化に柔軟に対応できる業務運営

の効率化と医療サービスの向上を図ることを目的とする。

第２章 会員

（会員）

　第３条　本会の会員は次のとおりとする。

（１）�地方独立行政法人法第 21 条第 3 号チ（病院事業）に基づく法人の理事長で本会の目的に

賛同して加入したもの

（２）前号の法人に属する病院長で、本会の目的に賛同して加入したもの

（３）�（１）の法人化を予定している法人の理事長予定者又は病院長予定者で、本会の目的に賛

同して加入を希望するもの

（４）その他、会員の推薦があり、幹事会において承認されたもの

（入会及び会員資格の継承）

　第４条　�本会に入会しようとする者は、所定の入会申込書に記名押印の上、会長に提出するものと

する。

　２　�会員が理事長又は病院長職を退いたときは、後任の者が会員資格を引き継ぐものとする。

 (退会）

　第５条　本会を退会しようとする会員は、その旨を会長に届け出るものとする。

第３章 役員

（役員及び事務局）

第６条　本会に、次の役員を置く。
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（１）名誉会長　１名

（２）会長　　　１名

（３）副会長　　４名以内

（４）監事　　　２名　

　２　�会長、副会長及び監事は第３条第１号、第２号及び第４号に規定する会員のうちから総会にお

いて選任する。ただし、任期中に会長が退任する場合は、副会長のうちから、会長が後任者を

指名する。

　３　�名誉会長は、本会の会長として３期以上務め、この会の発展に顕著な功績があった者として幹

事会が推挙した場合、会長が委嘱する。

　４　�本会の事務局は、会長の属する法人内に置く。

（職務）

　第７条　会長は、会務を総括し、本会を代表する。

　２　�副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときはその職務を代行する。

　３　会長及び副会長で幹事会を構成し、本会の運営に当たる。

　４　監事は、会計を監査する。

　５　�名誉会長は、会長の求めに応じて総会・幹事会に出席し、意見を述べることができる。また、

第２条の目的を達成するうえで必要な助言を行う。

（任期）

　第８条　�役員の任期は２年とし、選任された年の翌々年の定例総会の終了の時までとする。ただし、

補欠により選任された役員の任期は、前任者の任期とする。

　２　役員は、再任されることができる。

第４章 会議

（会議の開催）

　第９条　本会は、第２条に規定する目的を達成するため、年１回定例総会及び幹事会を開催する。 

　２　会長が必要と認めた場合は、臨時に総会及び幹事会を開催することができる。

（総会の運営）

　第１０条　�総会は、会員をもって構成する。ただし、総会に出席できない会員は、会員の属する法人

の職員に代理させることができる。

　２　総会の議長は、会長がこれに当たる。

　３　総会において、次々年度の定例総会を担当する当番世話人を指名する。
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（総会の議決）

　第１１条　総会は次の事項について議決する。

（１）会則の変更

（２）事業計画及び収支予算、並びにその変更

（３）事業報告及び収支決算

（４）役員の選任又は解任

（５）その他会の運営に関する変更事項

　２　総会は会員の過半数の出席がなければ開会することができない。

　３　�総会の議決は出席した病院の過半数をもって決し、可否同数の時は、議長の決するところによ

る。ただし、第３条第３号会員は議決権を行使できない。

（幹事会の運営）

　第１２条　幹事会は、会長及び副会長をもって構成する。

　２　幹事会の議長は、会長がこれに当たる。

　３　幹事会は本会の運営を行う。

（活動部会の運営助成）

　第１３条　�第２条に規定する事業を推進するため、会員の調査活動等に対し、予算の範囲内で助成を

行うことができる。

（当番世話人の事務）   

　第１４条　当番世話人は、幹事会の了承の下、次に掲げる事務を行う。

（１）開催日時及び会場の決定

（２）次第の決定

（３）議題のとりまとめ

（４）開催中の庶務

（５）終了後の事務局への会計報告

（会議に要する経費）

　第１５条　�当番世話人は、定例総会運営に要する経費を見積もり、定例総会開催の２ヶ月前までに事

務局へ当該金額の報告を行う。

　２　�事務局は、前項の規定により報告を受けた金額を定例総会の開催前に当番世話人に納付する。

　３　�当番世話人は、定例総会終了後すみやかに支出証拠書類を付して事務局に対し報告する。



29第11回全国地方独立行政法人病院協議会総会 第11回全国地方独立行政法人病院協議会総会

第５章 会計

（会費）

　第１６条　会員は、別表で定める会費を事務局に納入しなければならない。

（会計年度）

　第１７条　本会の会計年度は、毎年10月１日に始まり、翌年９月30日に終わる。

（会計報告）

　第１８条　�事務局は、定例総会において収支予算及び監事の監査を経た収支決算の承認を得なければ

ならない。

第６章 補則

（その他）

　第１９条　この会則は、総会の決議を経て変更することができる。

　２　�この会則で定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が幹事会の了解を経て別

に定める。

附則

　この会則は、平成24年11月22日から施行する。

附則

　この会則は、平成30年11月1日から施行する。

附則

　この会則は、令和４年11月17日から施行する。

運用細則　会費について

　第１６条　別表（会費）

区分 入会金 年会費 備考

第３条　１号会員 ￥５０,０００ ￥５０,０００

第３条　２号会員 ￥５０,０００ ￥５０,０００

第３条　３号会員 ￥５０,０００ ￥５０,０００

第３条　４号会員 ￥５０,０００ ￥５０,０００

※なお、入会金・会費については第３条の規定にかかわらず、病院を単位として納めることとする。
（法人のみの場合は法人を単位とする）
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安全な働き方改革の実現 医療機器の完全な管理の実現
バイタル・医療機器連携プラットフォーム２要素認証ソリューション

株式会社イードクトル
全ての課題を解決します!

〒533-0031
大阪府大阪市東淀川区西淡路１丁目1-35
幹線東ビル 6F
TEL:06-6324-6222 / FAX:06-6324-6211

〒101-0045
東京都千代田区神田鍛冶町３丁目3-9
喜助新千代田ビル 4F
TEL:03-3527-1930 / FAX:03-3527-1950

〒700-0901
岡山県岡山市北区本町10-22
本町ビル 607
TEL:086-226-9000 / FAX:086-226-9001

受付時間：9:00 – 17:00
(祝日・弊社指定休日は除く)

東京事業所

岡山事業所

大阪本社

MAIL : sales@edokt.com

～医療DXの実現に向けてお客様と共に～

看護師の業務負担軽減

ベンダーフリー シームレス連携

上位システムバイタル/医療機器

医療安全の向上

医療機器データの有効活用

適正な機器＆資産管理

カード＆パスワード

カード＆ 顔

なりすまし防止対策

院内全端末セキュリティ強化

端末のユーザビリティ向上

医師の働き方改革

https://edokt.com/

病院向け２要素認証
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医療安全と看護業務の効率化 

●床頭台組み込み例 

患患者者ﾊﾊﾞ゙ｰーｺｺｰーﾄﾄﾞ゙でで開開錠錠 

ババーーココーードド認認証証式式  

            貴貴重重品品入入れれ  
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会計システムから始める

電子決裁
電子請求

システム連携

～多彩な機能で業務効率化を支援～

財務会計 固定資産管理

医事会計
システム連携

給与
システム連携

インボイス対応

経営管理

地方独立行政法人病院様向け財務会計システム

ソ フ ィ ア
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〒160-8338  東京都新宿区西新宿1-26-1
https://www.sompo-japan.co.jp/　

医療・福祉開発部　第一課
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健康と科学に奉仕する

本 社 〒650-8677 神 戸 市 中 央 区 楠 町 5 丁 目 4 － 8 ☎（078）371－2121（ダイヤルイン）

大倉山別館 〒650-8677 神 戸 市 中 央 区 楠 町 2 丁 目 3 － 1 1 ☎（078）371－2121（ダイヤルイン）
M S Cコア 7 5 〒651-2228 神戸市西区見津が丘4丁目11番5号プロロジスパーク神戸3 ☎（078）995－3010（代表）
M S C
ポートアイランド60 〒650-0047 神戸市中央区港島南町4丁目6－1 ☎（078）302－7001（代表）

MSCイースト70 〒596-0817 岸 和 田 市 岸の丘 町 2 丁目2 番 1 0 号 ☎（072）447－6208（代表）
MSCウエスト 〒654-0161 神 戸 市 須 磨 区 弥 栄 台 2 丁目1 2－1 ☎（078）797－2072（代表）
神戸中央営業所 〒650-0047 神戸市中央区港島南町4丁目6－１ ☎（078）302－7001（代表）
神戸西営業所 〒654-0161 神 戸 市 須 磨 区 弥 栄 台 2 丁目1 2－1 ☎（078）797－2072（代表）
姫路営業所 〒670-0940 姫 路 市 三 左 衛 門 堀 西 の 町 7 番 地 ☎（079）281－0880（代表）
明石営業所 〒674-0083 明 石 市 魚 住 町 住 吉 2 丁 目 1 － 3 3 ☎（078）947－3237（代表）
中兵庫営業所 〒669-3304 丹 波 市 柏 原 町 上 小 倉 1 5 2 － 1 ☎（0795）72－2288（代表）
北兵庫営業所 〒668-0063 豊 岡 市 正 法 寺 4 6 － 2 ☎（0796）24－1170（代表）
阪神営業所 〒661-0026 尼 崎 市 水 堂 町 3 丁 目 1 5 － 1 4 ☎（06）6436－5678（代表）
大 阪 支 社 〒564-0002 吹 田 市 岸 部 中 2 丁 目 2 － 1 3 ☎（06）6821－7171（代表）
大阪北営業所 〒564-0002 吹 田 市 岸 部 中 2 丁 目 2 － 1 3 ☎（06）6821－7111（代表）
大阪中央営業所 〒553-0006 大 阪 市 福 島 区 吉 野 5 丁 目 5 － 8 ☎（06）6468－3701（代表）
大阪東営業所 〒578-0948 東 大 阪 市 菱 屋 東 2 丁 目 1 4 － 2 0 ☎（06）4308－6160（代表）
大阪南第一営業所 〒593-8316 堺 市 西 区 山 田 2 丁 2 7 － 2 ☎（072）271－3801（代表）
大阪南第二営業所 〒596-0817 岸 和 田 市 岸の丘 町 2 丁目2 番 1 0 号 ☎（072）447－6208（代表）
和歌山営業所 〒640-8322 和 歌 山 市 秋 月 4 1 2 番 地 の 1 ☎（073）475－2365（代表）
京都営業所 〒601-8188 京都市南区上鳥羽南中ノ坪町20番地 ☎（075）692－3921（代表）
舞鶴出張所 〒624-0906 舞 鶴 市 字 倉 谷 1 5 5 5 番 地 の 4 ☎（0773）78－2881（代表）
奈良営業所 〒639-1044 奈良県大和郡山市小泉町東1-6 -2 ☎（0743）59－5151（代表）
岡山営業所 〒700-0945 岡 山 市 南 区 新 保 1 3 0 7 － 1 ☎（086）805－0211（代表）
広島営業所 〒733-0842 広 島 市 西 区 井 口 5 丁 目 2 3 － 1 5 ☎（082）270－0530（代表）
福山営業所 〒721-0973 福 山 市 南 蔵 王 町 3 丁 目 1 2 － 1 3 ☎（084）973－1080（代表）
鳥取営業所 〒680-0902 鳥 取 市 秋 里 1 3 5 6 番 地 ☎（0857）26－6771（代表）
米子営業所 〒689-3547 米 子 市 流 通 町 1 5 8 － 1 9 ☎（0859）37－1610（代表）
高松営業所 〒761-0312 高 松 市 東 山 崎 町 4 3 5 － 2 － 1 0 2 ☎（087）847－3430（代表）
名古屋営業所 〒459-8001 名古屋市緑区大高町字坊主山1ー12ESR内 ☎（052）629－1260（代表）
三重出張所 〒510-0834 四 日 市 市 ときわ５丁 目２番２０号 ☎（059）356－8174（代表）
東京営業所 〒113-0034 東 京 都 文 京 区 湯 島 2 丁 目 1 6 －７ ☎（03）3816－4575（代表）
神奈川営業所 〒244-0815 横浜市戸塚区下倉田町828番地335 ☎（045）869－5150（代表）
埼玉営業所 〒362-0805 埼 玉 県 北 足 立 郡 伊 奈 町 栄 6 － 8 4 ☎(048)720－1161（代表）
福岡営業所 〒811-1323 福 岡 市 南 区 弥 永 5 丁 目 2 6 － 3 ☎(092)571－2993(代表) 
北九州営業所 〒802-0832 北九州市小倉南区下石田3丁目5－24 ☎(093)963－6161(代表) 
熊本営業所 〒861-8035 熊 本 市 東 区 御 領 6 丁 目 3 － 3 4 ☎(096)389－8833(代表) 

モイヤン神戸店 〒650-8677 神 戸 市 中 央 区 楠 町 5 丁 目 4 － 8 ☎（078）371－2130（代表）
モイヤン姫路店 〒670-0940 姫 路 市 三 左 衛 門 堀 西 の 町 7 番 地 ☎（079）283－2061（代表）
モイヤン阪神店 〒661-0026 尼 崎 市 水 堂 町 3 丁 目 1 5 － 1 4 ☎（06）6434－5711（代表）
モイヤン大阪店 〒553-0006 大 阪 市 福 島 区 吉 野 5 丁 目５－８ ☎（06）6468－2220（代表）
モイヤン鳥取店 〒680-0902 鳥 取 市 秋 里 1 3 5 6 番 地 ☎（0857）26－6771（代表）
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顧客の想いを形にする専門家集団

　当社は昭和17年の創業以来80年の永きに

わたり建築の設計・監理を担ってまいりま

した。

　創業当初より医療福祉分野に重点を置い

て取り組み、実績を積み重ね「医療福祉の

内藤」と言われるまでになりました。

　超高齢化社会を迎え多様化したニーズに

応えるため、これからも当社はすべてのお

客様のさまざまな想いを共有し、人と人と

のコミュニケーションを大切にした「対話

の設計」を心がけ、お客様に寄り添い、そ

の想いを形にできる誠実な専門家集団であ

り続けたいと思っています。

本　社　京都市左京区田中大堰町182番地

　　　　電話　075-781-4111

事務所　東京・名古屋・大阪・広島・九州

　　　　静岡・奈良・四国・南九州

　　　　https://www.naito-archi.co.jp
代表取締役社長　川本雄三
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本 社 〒104-8289 東京都中央区新川1-24-4 TEL.03-3297-7000

⼤阪⽀店 〒541-0059 ⼤阪市中央区博労町2-2-13 TEL.06-6105-0160
https://www.daiho.co.jp/

カルテ・フィルム保管
30年以上の実績

文書専用保管書庫で保管・管理いたします。

1冊単位でお届けします。

アーカイブ阪急阪神 infoahs@hankyuhanshin-estate.co.jp

(阪急阪神エステート・サービス㈱) TEL：06-4798-7604

協賛企業
株式会社グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン
日本管財株式会社　奈良営業所
フジキンソフト株式会社
ユニアデックス株式会社
オーミケンシ株式会社 ソリューション事業部
株式会社内藤建築事務所
株式会社ニチイ学館
大豊建設株式会社　大阪支店
株式会社タカギ

ご注文は、電話・FAX・メールでも承っております。 

        ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.kuritashoten.co.  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ info@kuritashoten.co.jp  

 

  
  

 

書 店 〒634-0813 奈良県橿原市四条町 583 奈良県立医科大学厳橿会館   

TEL 0744-24-3225 TEL&FAX 0744-22-8657 
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